
 

 

 

 

 

 

         

 

2026 年度第１弾 人事労務実務対応講座 
 

８月 25 日 

（火） 

10：00～

12：00 

＜第１回＞ 「休職」 実務対応のポイント 
弁護士法人スピカ 弁護士 平田 健人 氏 

１．「休職」とは 

・法律に定めのない「休職」 

・「休職」の種類 

・賃金支払いの考え方 

２．「休職」制度の留意点 

・休職発令に向けた欠勤の考え方 

・診断書・受診命令をめぐる対応 

・休職期間終了時の判断と対応 

３．よくある相談・事例検討 

・就業規則での規定方法 

・期間雇用労働者における休職対応の考え方 

・診断書がない／精神的不調が疑われる場合の対応 

・復職先や勤務条件に関する実務対応 

９月１日 

（火） 

10：00～

12：00 

＜第２回＞ 高齢者雇用をめぐる実務対応のポイント 
堤・安田法律事務所 弁護士 安田 昂央 氏 

１．高齢者雇用をめぐる 

法制度の基礎 

・高年齢者雇用安定法の概要 

・65 歳までの雇用確保措置 

・定年制度の考え方と留意点 

 

２．継続雇用制度・処遇 

設計の実務 

・再雇用・定年延長の違いと設計ポイント 

・有期雇用契約の更新・雇止め 

・職務内容変更・配置転換の法的リスク 

・賃金の法的リスク(同一労働同一賃金) 

３．個別事例の検討 

①再雇用時の賃金格差が争われた判例 

②雇止め・契約更新拒否をめぐる紛争 

③健康状態を理由とした労務提供制限 

④高齢者雇用における不利益取扱い 

 

９月８日 

（火） 

10：00～

12：00 

＜第３回＞ 労働時間管理をめぐる実務対応のポイント 
西脇法律事務所 弁護士 佐藤 有美 氏 

１．労働時間とは 

・労働時間が問題となる 

  場面とリスク 

・労基法上の労働時間とは 

・労働時間の把握・管理方法 

・安衛法による労働時間規制 

２．労働時間制度 

・通常の労働時間規制(法定労働時間・所

定労働時間、休憩、休日) 

・柔軟な労働時間制度(変形労働時間制・ 

フレックスタイム制・事業場外みなし・ 

裁量労働時間制) 

３．個別事例の検討 

・労働時間該当性の検討事例 

・長時間労働の抑止策 

・柔軟な働き方と労働時間制度の事例 

・テレワーク等の労働時間管理 

受講形式 

ZOOM ウェビナーによる受講 

※複数名での受講を希望される方は個別にお申込みください。 

※8 月 18 日(火)を目安に講義資料及び参加 URL をメールにてお送り

いたします。 

なお、URL および ID は他の方と共有できません。 

定員 
50 名 

（先着順） 

申込 

概要 

参加費用  【岐阜県経営者協会 会員】 9,900 円 【非会員・その他】 19,800 円（税込）   事前質問 

申込方法  WEB サイトからお申込みください。 ⇒ https://gifukeikyo.org/ 

申込期限  岐阜県経営者協会へ 2026 年８月 10 日（月）までにお申込み下さい。 

問合せ先  岐阜県経営者協会  岩井 TEL：058-266-1151 

事前質問  事前質問を右記二次元コードまたは下記 URL より受け付けます。 

https://forms.gle/8VQ9i1A3pyekXxCi8（受付期間：各回１週間前まで） 

その他    ①参加費ご請求書は 9 月末頃に郵送します。②講義内容は変更になることがあります。 

実際に多い相談事例も紹介。 人事労務担当者様や経営者様、必見です！ 

本講座では、人事労務の担当者が実際に直面しトラブルになりやすい業務について、トラブルを未然に防止し、 
人事労務実務を円滑に進めていく上で必要になるポイントを法的な視点から解説します。 
以下３つのテーマについて、経営側弁護士が、法制度上の解釈や実際の判例等からわかりやすくお伝えします！ 

WEBセミナー 

全 3回（連続 3週）短期集中講座 

 

 

共催：岐阜県経営者協会 ・愛知県経営法曹団 主催： 


